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建設行政�

昭和60―平成２―平成７年接続産業�
連関表からみた建設の概要�

あお�き� かず�ひろ�

平成７年（１９９５）産業連関表は，総務庁，経済

企画庁，大蔵省，文部省，厚生省，農林水産省，

通商産業省，運輸省，郵政省，労働省および建設

省の１１省庁の共同作業により，平成１１年３月に確

報を公表したところである。この度，原則として

平成７年産業連関表の部門分類に合わせて平成２

年表および昭和６０年表を組み替え，部門概念・定

義および範囲を統一※した上で，改めて計数の再

推計を行い異時点間の比較を可能にした接続産業

連関表を公表したので，この接続産業連関表から

みた建設の概要を説明する。

※ 主なものは次のとおりである。

� 消費概念の２元化や無形固定資産の固定資

本形成への計上などの９３SNAへの対応を行

った。

� 昭和６０年表の物品賃貸業を使用者主義から

所有者主義に変更を行った。

� 自家活動については，含まれていた部門か

ら控除し，その活動を行った部門に含めた。

� 平成２年表の消費税納税額を営業余剰から

控除し間接税に含めた。

１． 国内生産額の推移

建設の平成７年の国内生産額は８８兆１，４９３億円

で，名目額でみると，昭和６０年から平成２年の５

年間の年平均伸び率は９．８％増，平成２年から平

成７年同伸びは０．２％減となっている。また，実

質額の５年間の年平均伸び率も昭和６０年から平成

２年は７．２％増，平成２年から平成７年は１．２％減

となっている。平成２年から平成７年が減少した

のは，主として，バブル経済崩壊後の不況克服の

ための経済対策により公共事業費が増加したが，

割合の大きい民間建設の落ち込みにより，全体と

して減少したものと考えられる。

建設の国内生産額を建築と土木でみると，建築

の平成７年の国内生産額は４１兆９，２８９億円で，名

目額でみると，昭和６０年から平成２年の５年間の

年平均伸び率は１１．０％増，平成２年から平成７年

同伸びは４．１％減となっている。また，実質額の

５年間の年平均伸び率も昭和６０年から平成２年は

８．４％増，平成２年から平成７年は５．０％減となっ

ており，土木の平成７年の国内生産額は３８兆１，００６

億円で，名目額でみると，昭和６０年から平成２年
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（兆円）�

その他の土木建設�

電力施設建設�

電気通信施設建設�

鉄道軌道建設�

その他の土木建設�

農林関係公共事業�

河川・下水道・その他の公共事業�

道路関係公共事業�

公共事業�

土木�

建設補修�

非住宅建築 （非木造）�

非住宅建築 （木造）�

非住宅建築�

住宅建築 （非木造）�

住宅建築 （木造）�

住宅建築�

昭和60年�名目�
実質�

平成２年�

平成７年�

名目�
実質�

建築�

建設�

建設の部門別国内生産額の推移�

の５年間の年平均伸び率は８．９％増，平成２年か

ら平成７年同伸びは４．４％増となっている。ま

た，実質額の５年間の年平均伸び率も昭和６０年か

ら平成２年は６．５％増，平成２年から平成７年は

３．４％増となっている。

用語の説明

国内生産額：わが国に所在する各産業の生産活動によっ

て生み出された財・サービスの生産額をい

い，財・サービスの最小品目ごとに国内生

産額を推計し，これを部門分類ごとに積み

上げて，各産業の国内生産額が推計されて

いる。

２． 原材料等の投入比率

昭和６０年から平成２年の建設の中間投入率の推

移を名目額でみると，５８．０％から５３．９％へ４．１ポ

イント低下し，実質額では５３．０％から５２．０％へ１．０

ポイント低下と，実質額の低下幅の方が小さい。

一方，平成２年から平成７年の建設の中間投入

率の推移を名目額でみると，５３．９％と同一，実質

額では５２．０％から５３．９％へ１．９ポイント増加と，

昭和６０年から平成２年は，逆に横ばいまたは増加

（単位：兆円）

名 目 額 実 質 額
平成
７年昭和

６０年
平成
２年

昭和
６０年

平成
２年

５５．９ ８９．２ ６６．０ ９３．６ ８８．１

３０．６ ５１．６ ３６．２ ５４．１ ４１．９

１５．６ ２６．６ １８．７ ２８．０ ２６．１

８．２ １１．８ １０．０ １２．６ １３．６

７．４ １４．８ ８．７ １５．５ １２．５

１５．０ ２５．０ １７．５ ２６．１ １５．８

２．０ １．０ ２．４ １．０ ０．９

１２．９ ２４．０ １５．１ ２５．１ １４．９

５．２ ６．８ ６．２ ７．２ ８．１

２０．１ ３０．８ ２３．６ ３２．２ ３８．１

１２．５ １９．６ １４．９ ２０．７ ２４．１

５．１ ８．６ ６．１ ９．１ １０．０

５．４ ８．７ ６．４ ９．２ １０．６

２．０ ２．３ ２．４ ２．４ ３．４

７．６ １１．１ ８．７ １１．６ １４．０

１．３ １．２ １．４ １．２ ２．１

１．４ １．８ １．６ １．８ ２．１

０．７ ０．４ ０．８ ０．４ ０．８

４．２ ７．７ ４．９ ８．１ ８．９
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している。

原材料等の投入比率の推移をみると，名目額，

実質額とも金属製品，対事業所サービス，窯業・

土石製品，商業等で高くなっており，商業は，平

成２年から平成７年の伸びが特に高くなってい

る。

用語の説明

中間投入額（率）：各産業の部門の生産活動に必要な原材

料・燃料等の財貨・サービスの購入費

用をいい，その中間投入額をその部門

の国内生産額で除した割合が中間投入

率である。

なお，生産設備等の購入費用は資本形

成とされ，中間投入には含まれない。

３． 生産波及の大きさ

昭和６０年，平成２年，平成７年の建設の生産波

及の大きさは，名目額では，それぞれ２．０９４４，

１．９６４２，１．９２９４と低下している。しかし，実質額

では，それぞれ１．９５９４，１．９１７２，１．９２９４と昭和６０

年から平成２年は低下し，平成２年から平成７年

は逆に上昇している。

同じくこれを，全産業平均（加重平均）でみる

と，名目額では，それぞれ１．９２８３，１．８４０８，１．７８２９

と低下している。また，実質額ではそれぞれ

１．８７３５，１．８２６９，１．７８２９とやはり低下しており，

実質額の傾向が建設とは異なっている。

もう少し詳しくみると，昭和６０年から平成２年

は名目額，実質額とも生産波及の大きさは建設補

修部門を除いて低下している。平成２年から平成

７年は名目額では，全部門で低下しているが，実

質額では，建築，住宅建築および非住宅建築部門

で上昇し，建設補修，土木，公共事業およびその

他の土木建設部門では低下している。

建設および不動産の部門別国内生産額および年平均伸び率の推移

国内生産額（百万円） 年平均伸び率（％，△は減少）

名 目 額 実 質 額
平成７年

名 目 額 実 質 額

昭和６０年 平成２年 昭和６０年 平成２年 ６０～２ ２～７ ６０～７ ６０～２ ２～７ ６０～７

建 設 ９．８ △０．２ ４．７ ７．２ △１．２ ２．９５５，９４６，４５３８９，１９８，９４４６６，０００，６０５９３，５７０，８７０８８，１４９，２８７

建 築 １１．０ △４．１ ３．２ ８．４ △５．０ １．５３０，６０７，８０５５１，５８９，６６６３６，２４１，２２８５４，１３２，１２８４１，９２８，８８８

住宅建築 １１．２ △０．４ ５．２ ８．４ △１．４ ３．４１５，６４４，１０７２６，５９２，０４６１８，６９７，８１４２８，０４１，９１７２６，０８０，１３５

住宅建築（木造） ７．５ ２．８ ５．２ ４．８ １．６ ３．２８，２１６，９２５１１，８１９，４３３ ９，９５９，７３５１２，５７３，５１３１３，５９４，８３７

住宅建築（非木造） １４．７ △３．３ ５．３ １２．１ △４．２ ３．６７，４２７，１８２１４，７７２，６１３ ８，７３８，０７９１５，４６８，４０４１２，４８５，２９８

非住宅建築 １０．８ △８．７ ０．６ ８．３ △９．５ △１．０１４，９６３，６９８２４，９９７，６２０１７，５４３，４１４２６，０９０，２１１１５，８４８，７５３

非住宅建築（木造） ２，０２２，４９６ ９８０，２６４ ２，４３９，７３７ １，０３２，９０４ ９２５，０３７ △１３．５ △１．２ △７．５ △１５．８ △２．２ △９．２

非住宅建築（非木造）１２，９４１，２０２２４，０１７，３５６１５，１０３，６７７２５，０５７，３０７１４，９２３，７１６ １３．２ △９．１ １．４ １０．７ △９．８ △０．１

建設補修 ５，２４４，３７３ ６，８３９，７６７ ６，１９３，０７５ ７，１８９，２７９ ８，１１９，７５１ ５．５ ３．５ ４．５ ３．０ ２．５ ２．７

土 木 ２０，０９４，２７５３０，７６９，５１１２３，５６６，３０２３２，２４９，４６３３８，１００，６４８ ８．９ ４．４ ６．６ ６．５ ３．４ ４．９

公共事業 １２，５１２，３７６１９，６２９，６３０１４，８８２，９８９２０，６８２，１０５２４，１１３，６３５ ９．４ ４．２ ６．８ ６．８ ３．１ ４．９

道路関係公共事業 ５，１３１，０７３ ８，６００，３２８ ６，０９９，３０６ ９，０５５，２８５１０，０２２，１３３ １０．９ ３．１ ６．９ ８．２ ２．０ ５．１

河川・下水道・その他の
公共事業 ５，３６８，７３５ ８，７４８，８１７ ６，３８７，７２１ ９，２１８，６２８１０，６４７，３３６ １０．３ ４．０ ７．１ ７．６ ２．９ ５．２

農林関係公共事業 ２，０１２，５６８ ２，２８０，４８５ ２，３９５，９６２ ２，４０８，１９２ ３，４４４，１６６ ２．５ ８．６ ５．５ ０．１ ７．４ ３．７

その他の土木建設 ７，５８１，８９９１１，１３９，８８１ ８，６８３，３１３１１，５６７，３５８１３，９８７，０１３ ８．０ ４．７ ６．３ ５．９ ３．９ ４．９

鉄道軌道建設 １，２６３，０６０ １，１９１，２８０ １，４４６，８３５ １，２１３，０８０ ２，１３６，７６６ △１．２ １２．４ ５．４ △３．５ １２．０ ４．０

電力施設建設 １，３８７，０２０ １，７８６，４７０ １，５７０，８００ １，８３５，９５５ ２，１２６，３５２ ５．２ ３．５ ４．４ ３．２ ３．０ ３．１

電気通信施設建設 ７０３，１４５ ４４０，４７８ ７７５，２１７ ４３９，１５７ ７８０，８０８ △８．９ １２．１ １．１ △１０．７ １２．２ ０．１

その他の土木建設 ４，２２８，６７４ ７，７２１，６５３ ４，８９０，４６１ ８，０７９，１６６ ８，９４３，０８７ １２．８ ３．０ ７．８ １０．６ ２．１ ６．２

４２ 建設マネジメント技術 2000年 8月号
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0.0 2.00 4.00 6.00 8.00 10.00

農林水産業�
鉱業�
食料品�
繊維製品�

パルプ・紙・木製品�
化学製品�

石油・石炭製品�
窯業・土石製品�

鉄鋼�
非鉄金属�
金属製品�
一般機械�
電気機械�
輸送機械�
精密機械�

その他の製造工業製品�
建設�

電力・ガス・熱供給�
水道・廃棄物処理�

商業�
金融・保険�
不動産�
運輸�

通信・放送�
公務�

教育・研究�
医療・保健・社会保障�
その他の公共サービス�

対事業所サービス�
対個人サービス�

事務用品�
分類不明�

（注）　32部門表による�

建設の原材料投入比率�

（％）�
1.00 3.00 5.00 7.00 9.00

�
�
�
�

�
��
��

昭和60年�名目�
実質�

平成２年�

平成７年�

名目�
実質�

用語の説明

逆行列係数：ある産業に対して１単位の最終需要が発生

した場合，各産業の生産が究極的にどれだ

け必要になるかという生産波及の大きさを

示す係数である。また，逆行列係数の列和

（縦方向の合計）の係数は，当該部門の需要

が１単位発生したときに各産業に及ぼす生

産波及の大きさを合計したものであり，産

業全体としての生産波及の大きさが直接・

間接に，究極的にどのくらいになるかを示

す。

４． 産業別依存度

各産業の国内向け生産のうち建設に起因してい

る割合は，名目額で昭和６０年が１８．９％，平成２年

が２１．６％，平成７年が１９．５％であり，実質額はそ

れぞれ２０．１％，２１．８％，１９．５％と概ね２０％の推移

となっている。

昭和６０年における産業別の建設の依存度（国内

最終需要によって誘発された各産業の生産額のう

（単位：％）

名 目 額 実 質 額
平成
７年昭和

６０年
平成
２年

昭和
６０年

平成
２年

０．２１ ０．１８ ０．１８ ０．１８ ０．１８

１．３３ １．２０ １．４１ １．３４ ０．９３

０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００

０．２７ ０．２９ ０．２３ ０．２７ ０．２９

６．００ ４．９６ ６．７２ ５．１７ ５．１９

０．５６ ０．５１ ０．４０ ０．４４ ０．５１

２．１２ １．２９ １．３３ １．１７ １．３８

７．９４ ６．６５ ７．０７ ６．６１ ６．５５

３．３５ ２．６６ ２．１９ １．９９ １．８２

０．８４ ０．８７ ０．７３ ０．７０ ０．８１

９．７５ ９．７５ ８．８５ ９．０１ ９．３５

０．７６ ０．８８ ０．６７ ０．８６ ０．６５

１．２８ １．２６ １．００ １．１５ １．１６

０．０２ ０．００ ０．０２ ０．００ ０．００

０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．０１

２．６６ ２．１８ ２．３２ ２．２０ ２．２３

０．１９ ０．３９ ０．１９ ０．３９ ０．２６

０．８０ ０．５０ ０．５６ ０．５１ ０．５５

０．２１ ０．１８ ０．２３ ０．２０ ０．１６

４．８６ ５．５７ ４．１０ ５．０４ ７．２９

１．８０ １．６１ １．２３ １．５６ １．２７

０．５６ ０．３５ ０．６７ ０．３７ ０．３１

３．４２ ２．３１ ３．５３ ２．６４ ３．３４

０．４０ ０．４０ ０．２９ ０．３４ ０．５６

０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００

０．２０ ０．２８ ０．１９ ０．２８ ０．２９

０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００

０．３５ ０．１０ ０．３３ ０．０９ ０．１１

７．５２ ７．７１ ８．０５ ７．７７ ８．４１

０．００ ０．０４ ０．００ ０．０４ ０．０４

０．０８ ０．０７ ０．０６ ０．０７ ０．０５

０．５６ １．７０ ０．４７ １．５８ ０．２０

建設マネジメント技術 2000年 8月号 ４３
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�
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�
�
�

�
�

建設の部門別生産波及の大きさ�

（注）　建設および全産業平均は，32部門表の建築，建設補修および土木は，92部門表（中分類）の�
　　逆行列係数である。�
　　　上記以外は，184部門表（小分類）の逆行列係数である。�

建設�

建築�

住宅建築�

非住宅建築�

建設補修�

土木�

公共事業�

その他の土木建設�

全産業平均（加重平均）�

�
�
�

�

�
��
�昭和60年�名目�

実質�
平成２年� 平成７年�名目�

実質�

ち建設によるものの割合）を個別にみると，名目

額で生産の５割以上を建設に依存している産業

は，セメント・セメント製品（９９．８％），建設・

建築用金属製品（９７．９％），非金属鉱物（８５．１

％），製材・木製品（６７．１％），林業（５９．１％）と

なっており，実質額でも同様の結果となってい

る。

同様に平成２年において５割を超えた産業をみ

ると，名目額でセメント・セメント製品（９９．９９

％），建設・建築用金属製品（９６．８％），非金属鉱

物（８５．９％），製材・木製品（６８．８％），その他の

窯業・土石製品（５７．４％），林業（５３．７％）など

となっており，実質額でも同様の結果となってい

る。

平成７年でも同様に５割を超えた産業をみる

と，名目額で，セメント・セメント製品（９９．８

％），建設・建築用金属製品（９８．２％），非金属鉱

物（８７．１％），製材・木製品（７２．８％），その他の

窯業・土石製品（５７．２％），石炭製品（５２．３％）

などとなっている。

なお，石炭製品については，名目額では昭和６０

年が３７．２％，平成２年が４８．６％，平成７年が５２．３

％と上昇しているのに対し，実質額は昭和６０年が

４６．４％，平成２年が５５．３％，平成７年が５２．３％

と，平成２年から平成７年は低下している。

名 目 額 実 質 額

平成７年

昭和６０年 平成２年 昭和６０年 平成２年

２．０９４３６１１ １．９６４１５０１３ １．９５９３７２１０ １．９１７１７０５３ １．９２９４０９７

２．１１２７３１５ １．９６７４３５９ １．９６０６６２９６ １．９１１６６４６６ １．９４９０９３１

２．１１４８３６６ １．９６１０５９４ １．９６８２９３５４ １．９１１６４４０８ １．９３４９６９２

２．１２４００２９ １．９８５４６４８ １．９６１０９６３３ １．９２２７３１４３ １．９８８２７８２

２．２３０３０７０ ２．１４２８４１１ ２．０５１８８０４１ ２．０７６３９４６２ ２．０３９７０６７

２．１２００３７７ １．９８９１４８３ １．９６２４１８４９ １．９４７０６１７５ １．９２７７７３７０

２．０９０９９４８ １．９６１９０６５ １．９３１６８９７８ １．９１７９３２２７ １．９１７４７７６

２．１９２３３８９ ２．０５６５４６２ ２．０３２０２３５９ ２．００９１５８９６ １．９６１６１２７

１．９２８２９０７３ １．８４０８１８０８ １．８７３４８６５２ １．８２６９１１６２ １．７８２８９２６９

４４ 建設マネジメント技術 2000年 8月号
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産
業
計
�

林
業
�

（
％
）
�

非
金
属
鉱
物
�

製
材
・
木
製
品
�

家
具
・
装
備
品
�

石
炭
製
品
�

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
�

ガ
ラ
ス
・
�

ガ
ラ
ス
製
品
�

セ
メ
ン
ト
・
�

セ
メ
ン
ト
製
品
�

陶
磁
器
�

そ
の
他
の
窯
業
・
�

土
石
製
品
�

銑
鉄
・
粗
鋼
�

鋼
材
�

非
鉄
金
属
加
工
品
�

建
設
・
建
築
用
�

金
属
製
品
�

電
子
・
通
信
機
器
�

商
業
�

金
融
・
保
険
�

道
路
輸
送
�

通
信
�

そ
の
他
の
対
事
業
所
�

サ
ー
ビ
ス
� （
注
）　
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部
門
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に
よ
る
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主
な
産
業
の
建
設
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存
度
（
実
質
）�

�

�
�

�

�
��
�
��

昭
和
60
年
�

平
成
２
年
�

平
成
７
年
�

�

�
�

�

�
��
�
�

昭
和
60
年
�

平
成
２
年
�

平
成
７
年
�

（
単
位
：
％
）

昭
和
６０
年
平
成
２
年
平
成
７
年

１８
．８
９

２１
．６
３

１９
．４
９

５９
．１
０

５３
．７
２

４３
．８
４

８５
．０
９

８５
．９
０

８７
．０
５

６７
．０
６

６８
．８
２

７２
．８
０

３３
．８
４

２８
．８
１

３０
．８
１

３７
．２
０

４８
．６
１

５２
．３
０

１８
．３
３

２０
．３
６

１９
．４
３

１９
．８
８

２２
．０
３

２１
．４
６

９９
．７
７

９９
．９
９

９９
．７
９

４３
．４
２

４６
．３
９

４７
．１
３

４８
．６
０

５７
．３
５

５７
．１
５

２９
．０
４

３８
．６
４

３６
．４
１

３５
．８
２

４２
．３
９

４０
．８
８

２６
．４
６

３０
．９
７

３２
．４
４

９７
．９
１

９６
．７
７

９８
．２
３

２
．９
３

２
．４
８

２
．０
６

７
．９
６

９
．７
４

９
．５
８

１２
．３
０

１３
．０
０

１１
．５
０

２１
．８
１

１６
．５
７

１７
．８
５

９
．０
９

１０
．７
４

９
．８
１

２２
．６
６

２７
．３
９

２３
．２
０

（
単
位
：
％
）

昭
和
６０
年
平
成
２
年
平
成
７
年

２０
．０
７

２１
．７
７

１９
．４
９

６１
．９
７

５５
．４
５

４３
．８
４

９０
．０
７

８９
．０
８

８７
．０
５

７１
．７
２

７０
．２
３

７２
．８
０

３８
．６
１

３０
．０
７

３０
．８
１

４６
．３
９

５５
．２
５

５２
．３
０

１８
．５
５

２０
．６
７

１９
．４
３

２１
．２
８

２２
．２
５

２１
．４
６

９９
．９
７

１０
０
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０

９９
．７
９

３９
．８
２

４５
．８
４

４７
．１
３

５０
．８
６

５７
．５
１

５７
．１
５

２８
．８
２

３７
．０
５

３６
．４
１

３５
．０
９

４０
．９
８

４０
．８
８

２７
．６
７

３１
．０
７

３２
．４
４

９８
．０
５

９６
．７
７

９８
．２
３

２
．７
９

２
．５
３

２
．０
６

８
．０
６

９
．３
５

９
．５
８

１３
．９
２

１４
．３
６

１１
．５
０

２１
．８
９

１７
．２
５

１７
．８
５

９
．７
２

１０
．８
０

９
．８
１

２５
．９
９

２６
．０
６

２３
．２
０
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建�設�
行�政� 骨材需給動向の実態に関する�

アンケート調査について�

建設省建設経済局労働資材対策室資材係長�

水野　浩次�
みず�の� ひろ�つぐ�

１

２

３はじめに

主要な建設資材である骨材については，海砂

利，川砂利などの良質な天然骨材の枯渇に加え，

近年の環境保全に対する意識の高まりにより，規

制が強化され採取量が減少する傾向にあり，近い

将来，地域的な骨材不足が生じる恐れがある。こ

のような背景を受け，今回，天然骨材の需給動向

ならびに将来供給可能量，代替骨材の利用実態と

その問題点等を把握するために実施した実態調査

結果の概要を紹介する。

調査方法

認可側である４７都道府県の自治体のほか，採取

・生産者として日本砂利協会傘下の７４団体，日本

砕石協会傘下の４７団体，骨材需要者として全国生

コンクリート工業組合・同協同組合連合会傘下の

３０６団体，生コンクリート需要者である日本建設

業団体連合会・全国建設業協会傘下の建設業者２８

５社を対象に平成１１年１１月に郵送によるアンケー

ト調査を行った。

調査項目

� 自治体

１）骨材種類別認可状況の推移について

２）一般法令以外の独自規制等について

３）骨材の今後の採取可能年数について

４）骨材の今後の採取認可量の方針について

５）骨材の需給見通しについて

６）骨材安定供給（確保）のための方策について

７）骨材採取に伴う環境問題とその対応策につい

て

８）骨材対策協議会（仮称）の設置状況について

� 砂利・砂採取者，砕石・砕砂生産者

１）骨材の採取量の変化と今後の採取可能年数に

ついて

２）骨材の需要量について

３）骨材の品質について

４）骨材の生産コストについて

５）骨材採取・生産に伴う環境問題とその対応策

について

	 生コンクリート製造業者（骨材需給者）

１）生コンクリートの出荷量の見通しについて

２）生コンクリート用骨材の入手について

４６ 建設マネジメント技術 2000年 8月号



４

配 布 先 配布数 回収数 回収率

自治体 ４７票 ４７票 １００％

砂利・砂採取者 ７４票 ５３票
（４５）

７２％
（６１）

砕石・砕砂生産者 ４７票 ４４票 ９４％

生コンクリート製造業者 ３０６票 ２８１票 ９２％

建設業者 ２８２票 ２４８票 ８８％

（ ）は砂利採取者の数

５

３）生コンクリート用骨材の需給見通しについて

４）生コンクリート用代替骨材の利用について

５）生コンクリート用骨材の品質について

６）生コンクリート用骨材の規格について


 建設業者（生コンクリート需要者）

１）生コンクリートおよびアスファルト合材の品

質について

２）生コンクリート用骨材の規格について

３）代替骨材の利用について

４）骨材の入手について

アンケート調査の回収結果

調査結果の概要

調査結果を取りまとめた概要を表―１～３に示

す。

� 骨材採取認可の動向

� 各都道府県における過去５カ年の採取認可状

況（全国集計）をみると，平成６年度比で上下

約２割の幅の中で変動している。

� 各都道府県の今後の採取認可量方針は，「川

砂利・砂」と「海砂利・砂」については多くの

自治体で採取禁止または認可量削減の方針をも

っている。

� 今後の採取可能年数（想定）

� 都道府県がみる今後の採取可能年数は，認可

量方針でもうかがえたように特に「川砂利・

砂」は“２０年未満”が約半数を占め最も厳しい

状況にあることが見通される。

� 骨材生産者がみる今後の採取可能年数は砂

利，砂，砕石，砕砂とも回答は「５～１０年未満」，

１０～２０年未満に集中しており，生産者として厳

しい状況を認識していることがうかがえる。

	 骨材採取量（出荷量）の変化

� 骨材生産者に対するアンケート調査による平

成元年と平成１１年度の生産量の比較は増加した

のは砕砂のみで，砂利，砂，砕石は７～９割が

減少したと回答している。

� その生産量減少の理由は，砂利，砂はともに

資源減少および規制強化による採取可能量の減

少をあげている。砕石では需要減少を補う再生

骨材との競合となっている。唯一増加した砕砂

は，自然砂減少の代替材として求められ，生産

を増加している。


 骨材の需給見通し

� 都道府県がみる骨材需給見通しは，細骨材，

粗骨材とも資源減少による供給不足が懸念され

る一方，需要低迷などから供給過剰とする見方

に分かれている。

� 骨材生産者では砕石が８割で供給過剰とみて

おり，砂利，砂，砕砂はいずれも約６～７割で

供給不足とみている。

その理由として供給不足の砂利，砂は資源減

少および規制強化による採取量の減少にあり，

砕砂は自然砂減少を背景とした需要増加にあ

る。供給過剰の砕石は，骨材需要の低迷と再生

骨材など他骨材との競合などとなっている。

� 生コン製造業者では，特に細骨材の供給不足

が懸念されており，生コン業界においても天然

資源の減少を懸念している。

その理由として「資源減少，枯渇化」，次い

で「採取規制強化」となっている。

� 骨材供給不足（安定供給）への対応策

� 都道府県での安定供給（確保）のための方策

としては，再生骨材やスラグを活用することを

第一に考えており，輸入骨材の活用は９割前後

が予定なしとしている。

� 骨材生産者での供給不足への対応策は，砂

利，砂とも「行政への働きかけ」，「新規採取箇

所開発」などがあげられており，現行規制の一

部緩和や弾力的運用を求めていることがいえ
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表
―
１

骨
材
の
採
取
と
需
給
の
動
向
お
よ
び
供
給
不
足
へ
の
対
応
策

自
治
体

骨
材
生
産
者

生
コ
ン
製
造
業
者

砂
利

砂
砕
石
・
砕
砂

砂
利

砂
砕
石

砕
砂

砂
利

砂

１
．
骨
材
採
取
認
可
の
動
向
・
採
取
認
可
状
況
（
全
国
集
計
）
は
，

平
成
６
年
度
比
上
下
約
２
割
の
幅
の

中
で
変
動

・「
川
砂
利
・
砂
」，
「
海
砂
利
・
砂
」

は
，
多
く
の
自
治
体
で
採
取
禁
止
ま

た
は
認
可
量
削
減
の
方
針

・
「
陸
砂
利
・
砂
」「
山
砂
利
・
砂
」

は
，
目
立
っ
た
方
針
な
し

・
目
立
っ
た
方
針

な
し

２
．
今
後
の
採
取
可
能
年
数

（
想
定
）

・「
川
砂
利
・
砂
」
は
“
２０
年
未
満
”

が
約
半
数
を
占
め
最
も
厳
し
い
状
況

・「
陸
砂
利
・
砂
」「
山
砂
利
・
砂
」

「
海
砂
利
・
砂
」
は
，
約
４
割
が

「
１０
年
以
上
２０
年
未
満
」
で
長
期
的

に
は
厳
し
い
状
況

・「
４
０
年
以
上
」

が
約
４
割

・「
５
～
１０
年
未
満
」，
「
１０
～
２０
年
未
満
」
に
回
答
が
集
中
し
て
お
り
，
生
産
者
と
し

て
厳
し
い
状
況
を
認
識

３
．
骨
材
採
取
量
（
出
荷

量
）
の
変
化
（
平
成
元
年

と
平
成
１１
年
度
の
生
産
量

の
比
較
）

・
７
～
９
割
が
減
少
と
回
答

・
増
加

・
理
由
：
自
然
砂
の
代

替
材
と
し
て
の
需
要

増

・
理
由
：
資
源
減
少
お
よ
び
規
制
強

化
に
よ
る
採
取
可
能
量
の
減
少

・
理
由
：
需
要
減
少
と

再
生
骨
材
と
の
競
合

４
．
骨
材
の
需
給
見
通
し

・
資
源
減
少
に
よ
る
供
給
不
足
が
懸
念

さ
れ
て
い
る
一
方
，
需
要
低
迷
な
ど

か
ら
供
給
過
剰
と
す
る
見
方
に
二
分

・
約
６
～
７
割
で
供
給
不
足
と
の
見

方

・
理
由
：
資
源
減
少
お
よ
び
規
制
強

化
に
よ
る
採
取
量
の
減
少

・
約
８
割
で
供
給
過
剰

の
見
方

・
理
由
：
骨
材
需
要
の

低
迷
と
再
生
骨
材
な

ど
他
骨
材
と
の
競
合

・
約
６
～
７
割
で
供
給

不
足
と
の
見
方

・
理
由
：
自
然
砂
減
少

を
背
景
と
し
た
需
要

増
加

・
細
骨
材
の
供
給
不
足
を
懸
念

・
理
由
：「
資
源
減
少
，
枯
渇
化
」，

次
い
で
「
採
取
規
制
強
化
」

５
．
供
給
不
足
（
安
定
供

給
）
へ
の
対
応
策

・
再
生
骨
材
や
ス
ラ
グ
の
活
用
，
次
い

で
現
在
あ
る
天
然
資
源
の
有
効
活
用

・
輸
入
骨
材
の
活
用
は
９
割
前
後
が
予

定
な
し

・「
行
政
へ
の
働
き
か
け
」，
「
新
規

採
取
個
所
開
発
」
な
ど
現
行
規
制

の
一
部
緩
和
や
弾
力
的
運
用

・
「
再
生
骨
材
へ
の
移

行
」，
「
行
政
へ
の
働

き
か
け
」
な
ど
再
生

骨
材
へ
の
転
換

・「
生
産
設
備
増
強
」，

「
生
産
効
率
の
向
上
」

な
ど

・「
他
地
域
産
骨
材
活
用
」，
「
用
途

等
に
応
じ
た
使
い
分
け
」

・
細
骨
材
に
つ
い
て
は
特
に
「
砕
砂

活
用
」
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る。

砕石は「再生骨材への移行」，「行政への働き

かけ」などがあげられており，政策的に利用拡

大が進められている再生骨材への転換が検討さ

れている。

砕砂は「生産設備増強」，「生産効率の向上」

などがあげられており，設備増強と生産効率向

上が検討されている。

� 生コン製造業者での骨材不足への対応策は，

細骨材，粗骨材とも「他地域産骨材活用」，「用

途等に応じた使い分け」が共通しており，細骨

材については特に「砕砂活用」が期待されてい

る。

� 代替骨材利用実績と今後の見通し

� 生コン製造業者の代替骨材の利用実績は，再

生骨材，スラグ，輸入骨材のいずれにおいても

利用実績は１割に満たず利用はわずかといえ

る。今後の見通しも多くを見込めないものと思

われる。

� ゼネコンの代替骨材の利用実績として，スラ

グ，輸入骨材は，生コン用骨材，アスファルト

合材，工事用（道床，埋戻し，裏込め材等）の

ほとんどが利用実績はない。

再生骨材は，生コンで２割，アスファルト合

材で６割，工事用で８割の利用がなされ，これ

らは今後の利用増加が見込まれる。


 代替骨材の利点と問題点

� 生コン製造業者がみる代替骨材の利点と問題

点としては，各骨材（再生骨材，スラグ，輸入

骨材）のいずれにおいても利用実績が少なく利

点はみられない。逆に，各骨材の問題点は「入

手しにくい」，「品質に問題」があげられてい

る。

� ゼネコンがみる利点と問題点としては，スラ

グ，再生骨材は，「価格が手頃」などの利点は

あるが，「入手しにくい」などの問題があげら

れている。輸入骨材は目立った利点はあげられ

ていない一方，「入手しにくい」などの問題が

ある。

� 骨材および生コン，アスファルト合材等の

品質

� 骨材生産者がみる骨材の品質上の問題点は，

砂利，砂は，「不純物の混入」，砕石，砕砂では

「粒径」，「粒度分布」である。品質低下への対

応策は砂利，砂，砕石，砕砂とも「設備更新・

近代化」，「品質管理体制強化」で共通してい

る。

� 生コン製造業者では６割近くが骨材品質低下

を感じている。骨材品質低下を感じる点として

は「粒度・粒径」，「表面水管理」などが続いて

いる。各項目とも共通して「砂」が問題視され

ている。

その品質低下の要因は「天然骨材の減少」，

「生産者の品質管理低下」などであり，対応策

の中心は「生産・販売業者の品質管理要望」，

「購入側の品質確認実施」である。

� ゼネコンでは，生コンの約７割が品質の低下

を感じている。生コン品質低下の内容は「品質

のばらつきが大」，「ひびわれ発生」，「仕上りが

悪い」などであり，その要因の最も多いのは

「骨材の品質低下」があげられている。その対

応策は「生コン工場のチェック」，「骨材の変更

要求」，「施工管理の徹底」などで，工場ならび

に現場での管理体制の強化が図られている。

アスファルト合材は生コンに比べ４割にとど

まっている。品質低下の主な要因は合材工場お

よび現場での管理とともに，骨材の品質低下も

あげられている。この対応策としては，工場な

らびに現場での管理向上を図るとともに，適切

な骨材への変更も必要としている。

� 骨材の規格

� 生コン製造業者では，生コン用骨材の規格に

ついては「一部見直しが必要」，「見直しの必要

なし」が半々で意見は２分している。見直し内

容として「低品質骨材」，「高品質骨材」など，

目的と材料に合った規格が求められている。

� ゼネンコンでは，約７割が見直しが必要とし

ている。見直しの内容として「地域条件ごとの

規格」，「高品質規格」，「低品質規格」などで，

生コン製造業者と同様の回答となっている。

建設マネジメント技術 2000年 8月号 ４９



表
―
３

骨
材
お
よ
び
生
コ
ン
，
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
合
材
等
の
品
質
お
よ
び
骨
材
の
規
格

骨
材
生
産
者

生
コ
ン
製
造
業
者

建
設
業
者

砂
利

砂
砕
石

砕
砂

砂
利

砂
砂
利

砂
砕
石

砕
砂

８
．
骨
材
お
よ
び
生
コ
ン
，

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
合
材
等

の
品
質

・
問
題
点
：「
不
純
物
の
混
入
」

・
問
題
点
：
「
粒
径
」，
「
粒
度
分
布
」

・
品
質
低
下
の
要
因
：
「
原
石
特
性
」

「
破
砕
・
選
別
設
備
の
問
題
」「
品
質

管
理
体
制
の
問
題
」

・
６
割
近
く
が
骨
材
品
質
低
下
を
実
感

・
問
題
点
：
「
粒
度
・
粒
径
」，
「
表
面
水
管

理
」

・
品
質
低
下
の
要
因
：
「
天
然
骨
材
の
減

少
」，
「
生
産
者
の
品
質
管
理
低
下
」

・
対
応
策
：
「
生
産
・
販
売
業
者
の
品
質
管

理
へ
の
要
望
」，
「
購
入
側
の
品
質
確
認
実

施
」

［
生
コ
ン
］

・
約
７
割
が
品
質
の
低
下
を
実
感

・
問
題
点
：
「
品
質
の
ば
ら
つ
き
が
大
」，
「
ひ
び
わ
れ

発
生
」，
「
仕
上
り
が
悪
い
」

・
品
質
低
下
の
要
因
：
「
骨
材
の
品
質
低
下
」

・
対
応
策
：
「
生
コ
ン
工
場
の
チ
ェ
ッ
ク
」，
「
骨
材
の

変
更
要
求
」，
「
施
工
管
理
の
徹
底
」

［
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
合
材
］

・
約
４
割
が
品
質
低
下
を
実
感

・
品
質
低
下
の
要
因
：
合
材
工
場
お
よ
び
現
場
で
の
管

理
・
対
応
策
：
工
場
な
ら
び
に
現
場
で
の
管
理
向
上
，
適

切
な
骨
材
へ
の
変
更

・
対
応
策
：「
設
備
更
新
・
近
代
化
」，
「
品
質
管
理
体
制
強
化
」

９
．
骨
材
の
規
格

・「
一
部
見
直
し
が
必
要
」
と
「
見
直
し
の

必
要
な
し
」
と
意
見
が
二
分

・
見
直
し
内
容
：
低
品
質
規
格
と
高
品
質
規

格
な
ど
目
的
と
材
料
に
合
っ
た
規
格
の
必

要
性
，「
各
種
骨
材
共
通
規
格
設
定
」

・
約
７
割
が
見
直
し
の
必
要
性
を
実
感

・
見
直
し
内
容
：
「
地
域
条
件
ご
と
の
規
格
の
必
要

性
」，
「
低
品
質
規
格
と
高
品
質
規
格
な
ど
，
目
的
と

材
料
に
合
っ
た
規
格
の
必
要
性
，「
各
種
骨
材
共
通

規
格
設
定
」

表
―
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代
替
骨
材
の
利
用
実
態
と
今
後
の
見
通
し

生
コ
ン
製
造
業
者

建
設
業
者

再
生
骨
材

ス
ラ
グ

輸
入
骨
材

再
生
骨
材

ス
ラ
グ

輸
入
骨
材

６
．
代
替
骨
材
利
用
実
績
と

今
後
の
見
通
し

・
利
用
実
績
：
１
割
に
満
た
ず
利
用
は
わ
ず
か

・
利
用
実
績
：
生
コ
ン
で
２
割
，
ア

ス
フ
ァ
ル
ト
合
材
で
６
割
，
工
事

用
（
道
床
，
埋
戻
し
，
裏
込
め
材

等
）
で
８
割
の
利
用

・
今
後
の
見
通
し
：
利
用
増
加
の
見

込
み

・
生
コ
ン
用
骨
材
，
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
合
材
，
工
事
用
（
道

床
，
埋
戻
し
，
裏
込
め
材
等
）
の
ほ
と
ん
ど
で
利
用
実
績

な
し

・
今
後
の
見
通
し
：
７
～
８
割
が
「
利
用
予
定
な
し
」

・
今
後
の
見
通
し
：
多
く
は
な
い
見
込
み

・
今
後
の
見
通
し
：
７５
％

が
「
増
加
」

７
．
代
替
骨
材
の
利
点
と
問

題
点

・
利
点
：
な
し

・
問
題
点
：
「
入
手
し
に
く
い
」，
「
品
質
に
問
題
」

・
利
点
：
「
価
格
が
手
頃
」

・
問
題
点
：
「
品
質
に
問
題
」「
入

手
し
に
く
い
」

・
利
点
：
目
立
っ
た
も
の
な
し

・
問
題
点
：
「
入
手
し
に
く
い
」
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� 環境問題

１）骨材採取に伴う環境問題

� 都道府県と各骨材生産者が抱える採取地での

環境問題としては，「地下水河川等汚濁」，「粉

じん」，「緑減少，景観変化」などとなってい

る。

� その対応策として都道府県は「行政での巡回

指導」が主要対策となっている。砂利，砂は

「汚濁水処理設備充実」，砕石，砕砂は「防塵散

水設備充実」が主な対策で，あとは両者とも

「景観に配慮した採掘工夫」などがあげられて

いる。

２）骨材輸送に伴う環境問題

� 都道府県および各骨材生産者の抱える問題点

は「道路の汚れ」，「ダンプの騒音，振動」など

となっている。

� その対応策として都道府県は「行政での巡回

指導」が主要対策となっている。各骨材とも対

応策は「道路清掃実施」，「適正積載・平積遵

守」などがあげられている。

３）骨材採取跡地で発生している環境問題

� 都道府県および各骨材生産者の抱える問題点

は「跡地修復の不徹底」が最も多くあげられて

いる。

� その対応策として都道府県「行政での巡回指

導」が主要対策となっている。

砂利，砂採取跡地での対応策は「採取跡地の

埋戻し」，「安定勾配を守った採取」などがあげ

られている。砕石，砕砂は「掘削跡地の緑化」

と「掘削跡地の整形」がともに８割前後あげら

れている。

� 骨材の生産コスト

� 骨材生産者による今後の生産コストは，砂

利，砂，砕石，砕砂とも９割前後が「コスト上

昇」と答えており，コスト上昇は避けられ得な

いものと考えられる。

� コスト上昇の要因は砂利，砂は環境・設備・

輸送の三つ，砕石，砕砂は輸送に替わり人件費

が主なものである。

� 「骨材対策協議会（仮称）」等の設置状況

� ４７都道府県のうち「骨材対策協議会」等の設

置済みは１３カ所，設置を検討中が１カ所と約３

割の都道府県で取組みがなされている。

� まとめ

１）骨材の需給動向

� 骨材供給（採取量）を巡る動向としては，特

に「川砂利・砂」，「海砂利・砂」について多く

の自治体で採取禁止または認可量削減の方針を

持っており，また想定される採取可能年数につ

いても，砂利・砂については採取源を問わず厳

しい状況が認識されている。このような背景か

ら，平成元年と比較した平成１１年度の骨材採取

量は，砂利・砂では骨材生産者の７～９割が減

少したと回答しており，他方砕砂については自

然砂減少を背景とした需要増加から，採取量が

増加している。

� 今後の需要見通しとしては，骨材生産者の約

６～７割が砂利・砂で供給不足との見方をして

おり，また生コン製造業者も細骨材の供給不足

を懸念している。逆に砕石では，骨材需要の低

迷と再生骨材など他骨材との競合から，約８割

の骨材生産者が供給過剰と見ている。自治体に

ついては，供給不足を懸念する見方がある一方

で，需要低迷などから供給過剰とする見方と意

見が二分する結果となっている。

２）代替骨材の利用実態と今後の見通し

� 代替骨材の利用としては，建設業者による再

生骨材のアスファルト合材，工事用（道床，埋

戻し，裏込め材等）への利用が多い。生コンへ

の再生骨材の利用は，生コン業者，建設業者と

もに２割未満にとどまっている。スラグ，輸入

骨材については，利用実績はわずかである。

� 今後の利用見通しは，建設業者が再生骨材，

生コン業者が輸入骨材の利用増加をそれぞれ見

込んでいる。代替骨材の利点については，特に

目立ったものが見られない一方で，逆に問題点

としては，入手しにくいこと，品質に問題があ

ることが挙げられている。

３）アンケート結果から見た今後の課題

� 骨材の需給見通しとしては，供給不足が懸念
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されている一方で，自治体によっては需要低迷

などから供給過剰とする見方もあり，今後地域

ごとの需給動向についても適切に考慮した上で

検討を進めていく必要があるが，アンケート結

果からは概略的に次のような課題が抽出され

た。

�）既存天然資源の有効活用が第一の課題として

挙げられ，これに関連して，高品質規格材と低

品質規格材を目的と材料に合わせて利用するた

めの規格の設定が，生コン製造業者，建設業者

から求められている。また，今後とも骨材採取

認可量の大幅な増大は見込まれないものの，環

境と調和した形で開発が可能な新規採取箇所の

調査・検討は着実に進められる必要があるもの

と考えられる。

�）第二に，砕砂については自然砂減少を背景と

して需要が増大しており，今後供給不足が見込

まれている。骨材生産者による生産設備の増

強，生産効率向上などの取組みが必要とされる

ほか，現状では粒径，粒度分布など品質上の問

題があることも指摘されており，設備更新・近

代化や品質管理体制の強化に取り組む必要のあ

ることが認識されている。

�）第三に，代替骨材の利用としては建設業者に

よる再生骨材の利用増加が見込まれている。た

だし，問題点として品質に問題があること，入

手しにくいなどの点が挙げられており，今後品

質管理を適切に行うための規格の設定や生産・

流通体制の整備など，再生骨材の利用を促進す

るための環境整備を図っていくことが必要と考

えられる。スラグ，輸入骨材については，現状

では利用実績が少ないものの，今後骨材需給が

より逼迫することも懸念され，利用促進を図る

ための方策を検討しておくことが必要と考えら

れる。

�）骨材全般に係る品質・規格の問題として，天

然骨材の減少等に伴う骨材の品質低下を指摘す

る声が強い。供給者，需要者ともに，品質管理

体制を強化していくことが求められる。また，

骨材規格見直しの要望として，骨材種類別に定

められている現状の規格に対し，規格の共通化

が生コン業者，建設業者から求められている。

おわりに

今回の調査は，骨材関連団体に対するアンケー

ト調査から，骨材安定確保（供給）に関わる諸問

題の整理を行った。

その結果，将来的な需給逼迫の懸念，骨材の品

質問題，環境問題，骨材コストなどについて実態

を把握することができた。

骨材は，わが国の建設工事，社会資本整備にお

いて欠かすことのできない重要な資材であること

は今後とも変わりなく，その安定確保（供給）は

重要な課題である。

今回の調査結果を踏まえ，骨材安定供給の確保

に向けた検討を，今後関係機関とも連携の上進め

て行きたい。

最後に，調査実施にあたってご協力をいただい

た自治体および日本砂利協会，日本砕石協会，全

国生コンクリート工業組合・同協同組合連合会，

日本建設業団体連合会，全国建設業協会ならびに

アンケートにご回答いただいた企業に対しまし

て，誌面を借りてお礼申し上げます。
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